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特定調達物品の国内販売量及び割合（ボールペン）
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特定調達物品の国内出荷量及び割合（蛍光ランプ）

78.1%
95,395100 000 80%

（千本）

71.3%

95,395

87,029

75 607
78,243

81,588 81,181
84,162

80 000

100,000 80%

22,419 16,56355,675

62.6%
58.6%

47.0%

52.5%

75,607

60 000

80,000

60%

30,332
33,778

46,096

39,985

41.6%

40 000

60,000

40%

47,810 50,849
55,824 59,044

39 720 40,933 44,177
20 000

40,000

20%
39,720 ,

20,000

特定調達物品等以外出荷量
特定調達物品等出荷量
特定調達物品等割合

0

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

0%

3



法施行前後の特定調達物品等の市場占有率の推移
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本日の説明の内容

11 特定調達品目の新規追加及び判断の特定調達品目の新規追加及び判断の1.1. 特定調達品目の新規追加及び判断の特定調達品目の新規追加及び判断の
基準等の見直し概要基準等の見直し概要

2.2. 分野別・品目別の変更箇所について分野別・品目別の変更箇所について2.2. 分野別 品目別の変更箇所について分野別 品目別の変更箇所について

紙に係 判断 基準等 改紙に係 判断 基準等 改3.3. コピー用紙に係る判断の基準等の改コピー用紙に係る判断の基準等の改
定とその背景定とその背景定とその背景定とその背景
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１．特定調達品目の新規追加及び１．特定調達品目の新規追加及び
判断の基準等の見直し概要判断の基準等の見直し概要判断の基準等の見直し概要判断の基準等の見直し概要
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特定調達品目及び判断の基準等の見直し概要①

◇◇紙類紙類

コピー用紙の判断の基準等を見直し

ジアゾ感光紙を品目から削除

総合評価指標の導入総合評価指標の導入

バージンパルプに係る合法性及び持続可能な森林経営に関
する記述を変更（木材及び木材を原料とする品目共通）

◇◇文具類文具類

「「梱包用バンド」梱包用バンド」を品目として追加

ダストブロワーのHFCの不使用に係る経過措置の終了

プ びプラスチック製文具16品目及び紙製文具2品目に係る判断
の基準の見直しについては引き続き検討
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特定調達品目及び判断の基準等の見直し概要②

◇◇オフィス家具等オフィス家具等

大部分の材料が金属類の棚、収納用什器に係る「単一素材
分解可能率」の基準値を見直し

大部分の材料が金属類の棚、収納用什器について、「棚板
の機能重量」「単一素材分解可能率」及び「環境配慮設
計」を同時に満足する基準を設定計」を同時に満足する基準を設定

◇◇OAOA機器機器◇◇OAOA機器機器

コピー機等について、これまで基準を設定していなかった
区分の（A4機）基準エネルギー消費効率を設定区分の（A4機）基準エネルギ 消費効率を設定

一次電池について、JIS 規格の改定に伴う修正（防災備蓄
用品の一次電池についても同様の修正）
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特定調達品目及び判断の基準等の見直し概要③

◇◇移動電話移動電話

「「移動電話移動電話 を新規分野として追加「「移動電話」移動電話」を新規分野として追加

「「携帯電話」携帯電話」及び 「「 PHSPHS」」を品目として追加

◇◇家電製品家電製品

「「電子レンジ」電子レンジ」を品目として追加電子レンジ」電子レンジ」を品目として追加

テレビジョン受信機のうち、液晶テレビ及びプラズマテレ
ビを多段階評価基準の4つ星以上に修正

電気便座は省エネ法の見直しに伴い2012 年度トップラン
ナー基準に修正（公共向け製品は1年間の経過措置設定）

◇◇照明照明

非常用照明器具用の蛍光ランプを調達する場合に器具の適非常用照明器具用の蛍光ランプを調達する場合に器具の適
合条件を十分確認する旨を備考に追記 9



特定調達品目及び判断の基準等の見直し概要④

◇◇自動車等自動車等

対象範囲にプラグインハイブリ ド自動車及び水素自対象範囲にプラグインハイブリッド自動車及び水素自
動車を追加

ディーゼル自動車に係る排出ガス基準及び燃費基準をディ ゼル自動車に係る排出ガス基準及び燃費基準を
見直し（ポスト新長期・2015年度トップランナー）

◇◇制服・作業服制服・作業服◇◇制服・作業服制服・作業服

環境負荷低減効果が確認された植物を原料とする合成繊
維の追加維の追加

◇◇設備設備

「「日射調整フィルム」日射調整フィルム」を品目として追加

太陽光発電システム及び太陽熱利用システムの判断の基
準等を見直し
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特定調達品目及び判断の基準等の見直し概要⑤

◇◇公共工事公共工事

「「鉄鋼スラグブロック」鉄鋼スラグブロック」を品目として追加

「「再生プラスチック製中央分離帯ブロック」再生プラスチック製中央分離帯ブロック」を品目と
して追加して追加

「「送風機」送風機」及び「ポンプ」「ポンプ」を品目として追加

「環境配慮型道路照明」の判断の基準の見直し「環境配慮型道路照明」の判断の基準の見直し

「建設汚泥から発生した処理土」及び「再生材料を用い
た舗装用ブロック類（プレキャスト無筋コンクリート製た舗装用ブロック類（プレキャスト無筋コンクリ ト製
品）」の判断の基準の見直し

「下水汚泥を用いた汚泥発酵肥料（下水汚泥コンポス

ト）」及び「再生材料を使用した型枠」の判断の基準の
表記の見直し

「再生材料を用いた舗装用ブロ ク（焼成）」及び「陶「再生材料を用いた舗装用ブロック（焼成）」及び「陶
磁器質タイル」の配慮事項の表記の見直し 11



特定調達品目及び判断の基準等の見直し概要⑥

◇◇役務役務

「「機密文書処理機密文書処理 追「「機密文書処理」機密文書処理」を品目として追加

印刷の判断の基準等を見直し（リサイクル対応型印刷物の
製作及び印刷物のリサイクル適性の表示等）製作及び印刷物のリサイクル適性の表示等）

清掃の判断の基準等を見直し（古紙リサイクルに配慮した
分別に係る基準及び清掃資材、清掃方法に係る判断の基準分別に係る基準及び清掃資材、清掃方法に係る判断の基準
等）

輸配送の配慮事項を追加（自動車NOx・PM法の対策地域
内 車両 乗り入れに いて明記）内の車両の乗り入れについて明記）

12

1010品目品目を特定調達品目に追加を特定調達品目に追加1010品目品目を特定調達品目に追加を特定調達品目に追加
【【11品目削除品目削除】】【【11品目削除品目削除】】

3939品目品目の判断の基準の見直しの判断の基準の見直し

1919分野分野246246品目品目1919分野分野246246品目品目
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判断の基準と配慮事項判断の基準と配慮事項

判断の基準判断の基準

判断の基準と配慮事項判断の基準と配慮事項

判断 基準判断 基準
本基準を満たすものが法第本基準を満たすものが法第66条第条第22項第項第22号に規定する特号に規定する特
定調達物品等として、毎年度の調達目標の設定の対象定調達物品等として、毎年度の調達目標の設定の対象

ライフサイクル全体にわたって多様な環境負荷の低減を考慮ライフサイクル全体にわたって多様な環境負荷の低減を考慮

特定調達品目ごとの判断の基準は数値等の明確性が確保でき特定調達品目ごとの判断の基準は数値等の明確性が確保でき
る事項について設定る事項について設定る事項について設定る事項について設定

各機関の調達方針における毎年度の調達目標の設定の対象と各機関の調達方針における毎年度の調達目標の設定の対象と
なる物品等を明確にするために定められるものなる物品等を明確にするために定められるもの

配慮事項配慮事項
特定調達物品等 あるため 要件 はな が 調達に当特定調達物品等 あるため 要件 はな が 調達に当特定調達物品等であるための要件ではないが、調達に当特定調達物品等であるための要件ではないが、調達に当
たって、さらに配慮することが望ましい事項たって、さらに配慮することが望ましい事項

現時点で判断の基準として一律に適用することが適当でない現時点で判断の基準として一律に適用することが適当でない現時点で判断の基準として一律に適用することが適当でない現時点で判断の基準として一律に適用することが適当でない
事項であっても環境負荷低減上重要な事項事項であっても環境負荷低減上重要な事項 14

２．分野別・品目別の変更箇所に２．分野別・品目別の変更箇所に
ついてついてついてついて
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特定調達品目からの除外品目

ジアゾ感光紙（製図分野等で利用）の除外理由ジアゾ感光紙（製図分野等で利用）の除外理由

電子納品への移行に伴い、調達量は大幅に減少しており、電子納品への移行に伴い、調達量は大幅に減少しており、
今後とも調達量の増加は想定できないこと今後とも調達量の増加は想定できないこと

製紙メ カ の供給量も極め 少なくな る と製紙メ カ の供給量も極め 少なくな る と製紙メーカーの供給量も極めて少なくなっていること製紙メーカーの供給量も極めて少なくなっていること

特殊な機能品質（歪みがほとんどない）をクリアするため特殊な機能品質（歪みがほとんどない）をクリアするため
に技術的な問題があることに技術的な問題があること
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現行の判断の基準を満足する製現行の判断の基準を満足する製

品の供給が確認できない、及び品の供給が確認できない、及び
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ジアゾ感光紙調達実績推移ジアゾ感光紙調達実績推移

今後とも供給が見込めないこと今後とも供給が見込めないこと

国内にジアゾ・マシンを国内にジアゾ・マシンを製造す製造す

るメーカーがなくるメーカーがなく20172017年には世年には世
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文具類① 【【p.22p.22】】

梱包用バンド梱包用バンド（紙及びプラスチック製品）の特定調（紙及びプラスチック製品）の特定調
達品目への追加達品目への追加

紙製：古紙パルプ配合率紙製：古紙パルプ配合率100%100%であることであること

達品目への追加達品目への追加

プラスチック製：ポストコンシューマ材料からなるプラスチック製：ポストコンシューマ材料からなる
再生プラスチックが製品全体重量の再生プラスチックが製品全体重量の25%25%以上使用され以上使用され
ていること（廃ペ トボトルのリサイクル製品除ていること（廃ペ トボトルのリサイクル製品除ていること（廃ペットボトルのリサイクル製品除ていること（廃ペットボトルのリサイクル製品除
く）く）

写真：オルディ株式会社提供
17



文具類② 【【p.16p.16】】

ダストブロワーダストブロワー

HFCHFCの不使用に係るの不使用に係る11年間の経過措置（平成年間の経過措置（平成2020年度末年度末
まで）の終了まで）の終了

地球温暖化係数
※

HFC -134a ：1300

HFC -152a ：140

CO2、DME ：1以下

HFC（代替フロン）でないもの

※CO2の値を１とした時の相対値

18

HFC（代替フロン）でないもの

オフィス家具等①【【p.24p.24】】

大部分の材料が金属類の棚、収納用什器に係る判断大部分の材料が金属類の棚、収納用什器に係る判断
の基準の見直しの基準の見直し

大部分の材料が金属類の棚、収納用什器に係る判大部分の材料が金属類の棚、収納用什器に係る判

の基準の見直しの基準の見直し

断の基準①の見直し断の基準①の見直し

ア．棚板の機能重量ア．棚板の機能重量

イ．単一素材分解可能率イ．単一素材分解可能率

ウ．環境配慮設計ウ．環境配慮設計

（従前）表 分 製品 あ は 及びウ 要件を満たす と（従前）表 分 製品 あ は 及びウ 要件を満たす と（従前）表１の区分の製品にあってはア及びウの要件を満たすこと（従前）表１の区分の製品にあってはア及びウの要件を満たすこと

アア..イイ..ウウ..の要件を全て満たすことの要件を全て満たすこと

単 素材分解可能率の見直し単 素材分解可能率の見直し単一素材分解可能率の見直し単一素材分解可能率の見直し

7575％以上％以上 ⇒⇒ 85%85%以上以上
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オフィス家具等②

大部分の材料が金属類の棚、収納用什器の例大部分の材料が金属類の棚、収納用什器の例

棚板棚板

収納用什器収納用什器

棚棚
20

社団法人日本オフィス家具協会の取組

グリーン購入法の手引グリーン購入法の手引【【オフィス家具等オフィス家具等】】の発行の発行

家具の定義・範囲は難しく、一概に判断できない場合家具の定義・範囲は難しく、一概に判断できない場合
が多い（収納と棚の区分等）が多い（収納と棚の区分等）

オフィス家具等に係る品目のオフィス家具等に係る品目の定義の解釈の指針定義の解釈の指針及び判及び判
断の基準に関する「断の基準に関する「グリーン購入法の手引グリーン購入法の手引」を発行」を発行

社団法人日本オフィス家具協会社団法人日本オフィス家具協会 http://www joifa or jp/http://www joifa or jp/社団法人日本オフィス家具協会社団法人日本オフィス家具協会 http://www.joifa.or.jp/http://www.joifa.or.jp/

グリーンマークの制定・表示グリーンマークの制定・表示グリ ン クの制定 表示グリ ン クの制定 表示

カタログ等において判断の基準カタログ等において判断の基準
を満足する製品に「を満足する製品に「グリーングリーン
マークマーク」を表示」を表示

21



コピー機等【【p.27p.27】】

市場の製品供給状況を踏まえた対象の見直し市場の製品供給状況を踏まえた対象の見直し

対象から除外していた区分の製品（対象から除外していた区分の製品（A4A4機）について、機）について、
基準エネルギー消費効率を設定（表基準エネルギー消費効率を設定（表11））

2020＜＜11分当たりコピー枚数分当たりコピー枚数≦≦3030 ⇒⇒ 基準エネルギー消費効率基準エネルギー消費効率≦≦6969

写真：キヤノンマーケティングジャパン株式会社提供
22

コピー機等【【p.27p.27】】、電子計算機【【p.34p.34】】、
ディスプレイ【【p.48p.48】】、電気冷蔵庫等【【p.64p.64】】、
エアコンディショナー 【【p.74p.74】】、照明器具【【p.90p.90】】エアコンディショナ 【【pp 】】、照明器具【【pp 】】

特定の化学物質に係る備考の修正特定の化学物質に係る備考の修正

特定の化学物質について特定の化学物質についてJISJIS規格の改定に伴う修正規格の改定に伴う修正

JIS C 0950:2005JIS C 0950:2005 ⇒⇒ JIS C 0950:2008JIS C 0950:2008

一次電池又は小型充電式電池【【p.55,126p.55,126】】

JIS C 0950:2005JIS C 0950:2005 JIS C 0950:2008JIS C 0950:2008

JISJIS規格の改定に伴う判断の基準の見直し規格の改定に伴う判断の基準の見直し

次電池又は小型充電式電池【【p ,p , 】】

JIS C 8511JIS C 8511の適用は終了の適用は終了

JIS C 8515JIS C 8515に規定するに規定する「最小平均持続時間」「最小平均持続時間」を適用を適用JIS C 8515JIS C 8515に規定するに規定する 最小平均持続時間」最小平均持続時間」を適用を適用

23



移動電話① 【【p.61p.61】】

「移動電話」「移動電話」を新規分野として設定を新規分野として設定
「携帯電話」「「携帯電話」「PHSPHS」」の特定調達品目への追加の特定調達品目への追加

◆対象◆対象：：通常の行政の事務に供する「携帯電話」「通常の行政の事務に供する「携帯電話」「PHSPHS」」

「携帯電話」「「携帯電話」「PHSPHS」」の特定調達品目への追加の特定調達品目への追加

【【判断の基準判断の基準】】

①① ライフサイクル全体にわたるエネルギー削減ライフサイクル全体にわたるエネルギー削減①① ライ サイクル 体 わたる ネルギ 削減ライ サイクル 体 わたる ネルギ 削減

ア．搭載機器・機能の簡素化ア．搭載機器・機能の簡素化

可能な限り通話・メール機能等に限定可能な限り通話・メール機能等に限定

イ．端末に搭載するアプリケーションのバージョンイ．端末に搭載するアプリケーションのバージョン
アップが可能となる取組アップが可能となる取組

機器本体買い替え回数の削減機器本体買い替え回数の削減機器本体買い替え回数の削減機器本体買い替え回数の削減

ウ．再使用・長期使用のための設計上の工夫ウ．再使用・長期使用のための設計上の工夫

環境配慮設計と取組状況の公表環境配慮設計と取組状況の公表環境配慮設計と取組状況の公表環境配慮設計と取組状況の公表

※※上記のうち上記のうちいずれかいずれかを満たすことを満たすこと 24

移動電話②

移動電話に係る判断の基準移動電話に係る判断の基準

【【判断の基準判断の基準】】

②② 使用済製品の回収・マテリアルリサイクルのシステ使用済製品の回収・マテリアルリサイクルのシステ
ム及び取組状況の公表ム及び取組状況の公表

製造事業者、通信事業者、販売事業者等により公表され、製造事業者、通信事業者、販売事業者等により公表され、
容易に確認可能容易に確認可能容易に確認可能容易に確認可能

③③ 適正処理のシステム適正処理のシステム

再使用又は再生利用できない部分の適正処理再使用又は再生利用できない部分の適正処理再使用又は再 利用 きな 部分 適 処理再使用又は再 利用 きな 部分 適 処理

④④ 長寿命化長寿命化

バッテリー等消耗品の修理・保管システム（製造終了後バッテリー等消耗品の修理・保管システム（製造終了後66
保有保有年以上保有）年以上保有）

⑤⑤ 化学物質の含有抑制化学物質の含有抑制

特定の化学物質については特定の化学物質についてはJJ MossMossに準拠に準拠特定の化学物質については特定の化学物質についてはJJ--MossMossに準拠に準拠

25



移動電話③

移動電話に係る配慮事項移動電話に係る配慮事項

【【配慮事項配慮事項】】

①① 製品の省エネルギー化製品の省エネルギー化

②② 希少金属類の使用抑制希少金属類の使用抑制

レアメタルレアメタル3131鉱種の減量・代替への取組鉱種の減量・代替への取組

③③ 機器本体・部品（消耗品以外）の修理・保管のシス機器本体・部品（消耗品以外）の修理・保管のシス
テムテム

④④ 筐体のハロゲン系難燃剤の使用削減筐体のハロゲン系難燃剤の使用削減④④ 筐体のハロゲン系難燃剤の使用削減筐体のハロゲン系難燃剤の使用削減

⑤⑤ 筐体・部品への再生プラスチックの使用筐体・部品への再生プラスチックの使用

⑥⑥ 簡易包装及び包装材の回収・再利用システム簡易包装及び包装材の回収・再利用システム⑥⑥ 簡易包装及び包装材の回収 再利用システム簡易包装及び包装材の回収 再利用システム

26

移動電話の環境配慮対応機器の例

機能の簡素化（WILLCOM） かんたんケータイ（KDDI）

アプリバージョンアップ

（ iPhone・ソフトバンク ）
薄型（ドコモ）
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モバイル・リサイクル・ネットワーク

リサイクルリサイクル13,61513,615千台千台（（1212年度）年度）⇒⇒6,4436,443千台千台（（1919年度）年度）

【【目的目的】】
使用済の携帯電話・使用済の携帯電話・PHSPHSの本の本
体・充電器・電池を自主的に体・充電器・電池を自主的に
回収する（回収する（全国約全国約10,40010,400店舗店舗
（平成（平成2020年年33月末現在）月末現在）））

回収に際しての費用は無償と回収に際しての費用は無償と
し、メーカーやブランドに係し、メーカーやブランドに係
わらず回収するわらず回収するわらず回収するわらず回収する

製品環境アセスメントガイド製品環境アセスメントガイド
ラインを設け、積極的にラインを設け、積極的に3R3Rへへ
取り組む取り組む取り組む取り組む

回収したものはすべて、再資回収したものはすべて、再資
源化事業者にて適正な処理を源化事業者にて適正な処理を源化事業者にて適正な処理を源化事業者にて適正な処理を
行う行う 社団法人電気通信事業者協会

情報通信ネットワーク産業協会
28

テレビジョン受信機【【p.66p.66】】

液晶テレビ及びプラズマテレビの判断の基準を省エ液晶テレビ及びプラズマテレビの判断の基準を省エ
ネ法の多段階評価基準の新４つ星に見直し等ネ法の多段階評価基準の新４つ星に見直し等

エネルギー消費効率が省エネ法に基づくトップランエネルギー消費効率が省エネ法に基づくトップラン
ナ 基準を上回らないこと（ナ 基準を上回らないこと（44つ星以上つ星以上））

ネ法の多段階評価基準の新４つ星に見直し等ネ法の多段階評価基準の新４つ星に見直し等

ナー基準を上回らないこと（ナー基準を上回らないこと（44つ星以上つ星以上））

液晶テレビのうち受信機型サイズ液晶テレビのうち受信機型サイズ19V19V未満の製品について未満の製品について
は、多段階評価基準のは、多段階評価基準の33つ星つ星でも可（備考でも可（備考55））は、多段階評価基準のは、多段階評価基準の 星星でも可（備考でも可（備考 ））

地上デジタルテレビ放送に対応可能であること地上デジタルテレビ放送に対応可能であること

★★★★★ 164%以上

★★★★ 143%以上164%未満

基
準
を

液晶・プラ
ズマテレビ

多段階評価 省エネルギー基準達成率

★★★★ 143%以上164%未満

☆☆☆ 121%以上143%未満

☆☆ 100%以上121%未満

を
満
足

☆ 100%未満
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電気便座【【p.70p.70】】

省エネルギー法の改定に伴う判断の基準の見直し省エネルギー法の改定に伴う判断の基準の見直し

2012 2012 年度のトップランナー基準に見直し年度のトップランナー基準に見直し

公共向け製品については公共向け製品については11年間の経過措置を設定年間の経過措置を設定

【【基準 ネ ギ 消費効率 基準基準 ネ ギ 消費効率 基準】】年間消費電力量（年間消費電力量（ 年）年）【【基準エネルギー消費効率の基準基準エネルギー消費効率の基準】】年間消費電力量（年間消費電力量（kWh/kWh/年）年）

■暖房便座■暖房便座 162162 →→ 141141

■温水洗浄便座（貯湯式）■温水洗浄便座（貯湯式） P=38.3P=38.3××L+243L+243 →→ 183183温水洗浄便座（貯湯式）温水洗浄便座（貯湯式）

■温水洗浄便座（瞬間式）■温水洗浄便座（瞬間式） 189189 →→ 135135

30

電子レンジ【【p.72p.72】】

電子レンジ電子レンジの特定調達品目への追加の特定調達品目への追加

【【判断の基準判断の基準】】

①① 基準エネルギー消費効率基準エネルギー消費効率

省エネ法のトップランナー基準に準拠省エネ法のトップランナー基準に準拠

②② 特定の化学物質の含有情報の公表特定の化学物質の含有情報の公表

【【配慮事項配慮事項】】

①① 部品の再使用等のための設計上の工夫部品の再使用等のための設計上の工夫

②② 再使用部品、再生プラスチックの利用再使用部品、再生プラスチックの利用

③③ 簡易包装及び包装材 回収 再利用シ ム簡易包装及び包装材 回収 再利用シ ム③③ 簡易包装及び包装材の回収・再利用システム簡易包装及び包装材の回収・再利用システム
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省エネ性能カタログ①（省エネ機器の選択）

（財）省エネルギーセンターホームページより

32

省エネ性能カタログ②（省エネ機器の選択）

（財）省エネルギーセンターホームページより
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自動車等① 【【p.95p.95】】

対象車種を追加対象車種を追加
ディ ゼル自動車の判断の基準の見直しディ ゼル自動車の判断の基準の見直し

プラグインハイブリッド自動車及び水素自動車を追プラグインハイブリッド自動車及び水素自動車を追

ディーゼル自動車の判断の基準の見直しディーゼル自動車の判断の基準の見直し

プラグインハイブリッド自動車及び水素自動車を追プラグインハイブリッド自動車及び水素自動車を追
加加

ディーゼル自動車の排出ガス基準及び燃費基準の見ディーゼル自動車の排出ガス基準及び燃費基準の見ディ ル自動車の排出ガ 基準及び燃費基準の見ディ ル自動車の排出ガ 基準及び燃費基準の見
直し直し

排出ガス排出ガス：ポスト新長期規制への対応：ポスト新長期規制への対応

わゆるわゆる「ク デ ゼ 自動車「ク デ ゼ 自動車いわゆるいわゆる「クリーンディーゼル自動車」「クリーンディーゼル自動車」

燃費基準燃費基準：：20152015年度トップランナー基準へ見直し年度トップランナー基準へ見直し

34

自動車等②

プラグインハイブリッド自動車（プラグインハイブリッド自動車（1/21/2））

写真：トヨタ自動車株式会社提供
35



自動車等③

プラグインハイブリッド自動車（プラグインハイブリッド自動車（2/22/2））

写真：トヨタ自動車株式会社提供
36

自動車等④

水素自動車水素自動車

写真：マツダ株式会社提供
37



自動車等⑤

クリーンディーゼル自動車クリーンディーゼル自動車

写真：日産自動車株式会社提供
38

制服・作業服① 【【p.106p.106】】

植物を原料とする合成繊維の判断の基準を設定植物を原料とする合成繊維の判断の基準を設定

植物を原料とする環境負荷低減効果が確認された合植物を原料とする環境負荷低減効果が確認された合
成繊維を製品全体重量比成繊維を製品全体重量比25%25%以上使用以上使用

製品のライフサイクル全般にわたる環境負荷について製品のライフサイクル全般にわたる環境負荷について
定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の定量的、客観的かつ科学的に分析・評価し、第三者の
LCALCA専門家等が当該効果を確認（備考専門家等が当該効果を確認（備考33））LCALCA専門家等が当該効果を確認（備考専門家等が当該効果を確認（備考33））

クリーニング等を行う際には、クリーニング等を行う際には、JIS L 0217JIS L 0217（繊維製品（繊維製品

の取扱いに関する表示記号及びその表示方法）に基づの取扱いに関する表示記号及びその表示方法）に基づ
く表示を十分確認すること（備考く表示を十分確認すること（備考44））く表示を十分確認すること（備考く表示を十分確認すること（備考44））

ドライクリーニングの際は、石油系有機溶剤を使用ドライクリーニングの際は、石油系有機溶剤を使用

アイロンは低温 あて布 スチーム不可を推奨アイロンは低温 あて布 スチーム不可を推奨アイロンは低温、あて布、スチ ム不可を推奨アイロンは低温、あて布、スチ ム不可を推奨
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制服・作業服②

制服・作業服（植物を原料とする合成繊維）制服・作業服（植物を原料とする合成繊維）

写真：東レ株式会社提供
40

太陽光発電システム① 【【p.116p.116】】

太陽光発電システムに係るこれまでの取組状況等太陽光発電システムに係るこれまでの取組状況等

太陽光発電システムについては平成太陽光発電システムについては平成1313年年44月の月の
法施行時から特定調達品目として積極調達法施行時から特定調達品目として積極調達法施行時から特定調達品目として積極調達法施行時から特定調達品目として積極調達

国等の機関においてはこれらの設備の率先導入国等の機関においてはこれらの設備の率先導入国等 機関 お ては れら 設備 率先導入国等 機関 お ては れら 設備 率先導入
を図り、市場形成・技術開発の促進を最優先を図り、市場形成・技術開発の促進を最優先

同一品目内で差異を生ずるような判断の基準を設けず同一品目内で差異を生ずるような判断の基準を設けず同一品目内で差異を生ずるような判断の基準を設けず同一品目内で差異を生ずるような判断の基準を設けず

すべての太陽光発電システムが特定調達物品等に該当すべての太陽光発電システムが特定調達物品等に該当
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太陽光発電システム②

太陽光発電システムの導入による環境負荷低減太陽光発電システムの導入による環境負荷低減

平成平成1919年年33月の政府の地球温暖化対策実行計画月の政府の地球温暖化対策実行計画
において太陽光発電システムの一層の導入促進において太陽光発電システムの一層の導入促進において太陽光発電システムの 層の導入促進において太陽光発電システムの 層の導入促進
新築の庁舎においては、条件を勘案し、原則としてすべての庁舎新築の庁舎においては、条件を勘案し、原則としてすべての庁舎
を対象に太陽光発電の導入を行うことを対象に太陽光発電の導入を行うこと

既存の庁舎については、導入効果を有効に発揮できる庁舎を対象既存の庁舎については、導入効果を有効に発揮できる庁舎を対象
に整備を進めることに整備を進めること

太陽光発電システムを導入することによって、確実な太陽光発電システムを導入することによって、確実な
環境負荷低減効果を得られるよう検討することが必要環境負荷低減効果を得られるよう検討することが必要

42

太陽光発電システム③

太陽光発電の累積導入量の推移太陽光発電の累積導入量の推移

資料：有限責任中間法人太陽光発電協会
43



太陽光発電システム④

太陽光発電システムに係る判断の基準の考え方①太陽光発電システムに係る判断の基準の考え方①

①① 適切な情報提供の必要性適切な情報提供の必要性

十分な導入効果を発揮するための情報が適切に把握され、システム十分な導入効果を発揮するための情報が適切に把握され、システム
の維持・管理に活用の維持・管理に活用の維持 管理に活用の維持 管理に活用

発電電力量等の確認発電電力量等の確認

②② 長寿命化（長期使用）長寿命化（長期使用）

力 率力 率太陽電池モジュールの出力、パワーコンディショナの効率を長期間太陽電池モジュールの出力、パワーコンディショナの効率を長期間
にわたり発揮できるよう設計・製造にわたり発揮できるよう設計・製造

③③ ライフサイクル全体での環境負荷低減ライフサイクル全体での環境負荷低減

エネルギーペイバックタイムの規定エネルギーペイバックタイムの規定

効率の高い太陽光パネルをつけることによって、設置面積を小さく効率の高い太陽光パネルをつけることによって、設置面積を小さく
し、適切な配置やコンパクトな基礎設計に努めし、適切な配置やコンパクトな基礎設計に努めEPTEPT、、CO2PTCO2PTを短くを短くし、適切な配置やコンパクトな基礎設計に努めし、適切な配置やコンパクトな基礎設計に努めEPTEPT、、CO2PTCO2PTを短くを短く
する努力が有効する努力が有効

④④ 屋根面に設置する場合の太陽電池モジュールの変換効率屋根面に設置する場合の太陽電池モジュールの変換効率

高層建築物が立地する可能性の高い地域の屋根面に設置する太陽光高層建築物が立地する可能性の高い地域の屋根面に設置する太陽光高層建築物が立地する可能性の高い地域の屋根面に設置する太陽光高層建築物が立地する可能性の高い地域の屋根面に設置する太陽光
発電システムについては、太陽電池モジュール（薄膜系を除く）の発電システムについては、太陽電池モジュール（薄膜系を除く）の
変換効率を規定変換効率を規定

44

太陽光発電システム⑤

太陽光発電システムに係る判断の基準太陽光発電システムに係る判断の基準

【【判断の基準判断の基準】】

①① 太陽電池モジュール・付属機器について維持・管理太陽電池モジュール・付属機器について維持・管理①① 機機
等に必要な情報の開示等に必要な情報の開示

②② 発電電力量等の確認発電電力量等の確認

③③ 太陽電池モジュールの出力について公称最大出力の太陽電池モジュールの出力について公称最大出力の
80%80%以上を最低以上を最低1010年間維持するよう設計・製造年間維持するよう設計・製造

④④ パワ コンディショナについて負荷効率が出荷時のパワ コンディショナについて負荷効率が出荷時の④④ パワーコンディショナについて負荷効率が出荷時のパワーコンディショナについて負荷効率が出荷時の
効率の効率の90%90%以上を以上を55年以上維持するよう設計・製造年以上維持するよう設計・製造

⑤⑤ 太陽電池モジュールについてエネルギーペイバック太陽電池モジュールについてエネルギーペイバック⑤⑤ 太陽電池モジュ ルについて ネルギ イバック太陽電池モジュ ルについて ネルギ イバック
タイムがタイムが33年以内年以内

⑥⑥ 太陽電池のモジュール変換効率で太陽電池のモジュール変換効率で12%12%を下回らないを下回らない

近隣からの日影の影響を受ける恐れが高く、陸屋根近隣からの日影の影響を受ける恐れが高く、陸屋根
に架台を取り付け設置する場合（薄膜系を除く）に架台を取り付け設置する場合（薄膜系を除く） 45



太陽光発電システム⑥

太陽光発電システムに係る配慮事項太陽光発電システムに係る配慮事項

【【配慮事項配慮事項】】

①① 修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可①① 長長
能な設計、又は、分解が容易である等部品の再使用能な設計、又は、分解が容易である等部品の再使用
または材料の再生利用が容易になるような設計または材料の再生利用が容易になるような設計

②② 可能な限り発電電力量等を表示するなど来庁者に対可能な限り発電電力量等を表示するなど来庁者に対②② 可能な限り発電電力量等を表示するなど来庁者に対可能な限り発電電力量等を表示するなど来庁者に対
して効果の説明が可能となるよう考慮して効果の説明が可能となるよう考慮

③③ 特定の化学物質を含有する二次電池が使用される場特定の化学物質を含有する二次電池が使用される場③③ 特定の化学物質を含有する二次電池が使用される場特定の化学物質を含有する二次電池が使用される場
合には、二次電池の回収及びリサイクルシステム合には、二次電池の回収及びリサイクルシステム

④④ アルミニウム合金を使用する場合、アルミニウム二アルミニウム合金を使用する場合、アルミニウム二
次地金（再生地金）を原材料の一部として使用次地金（再生地金）を原材料の一部として使用

⑤⑤ 鉛はんだの不使用鉛はんだの不使用

46

太陽光発電システム⑦

有限責任中間法人太陽光発電協会ホームページより
47



太陽光発電システム⑧

中央府省庁への導入事例中央府省庁への導入事例

資料：有限責任中間法人太陽光発電協会

48

太陽光発電システム⑨

滋賀県庁本館滋賀県庁本館（陸屋根型）（陸屋根型）京セラ国土交通省中部地方設備局北勢国道国土交通省中部地方設備局北勢国道
工事事務所工事事務所 （陸屋根型）（陸屋根型）三菱電機

兵庫県庁本館兵庫県庁本館 三洋電機御所浄水場御所浄水場 シャープ 49



太陽熱利用システム① 【【p.116p.116】】

太陽エネルギーの利用方法太陽エネルギーの利用方法

太陽光発電（太陽電池）のように光のエネル太陽光発電（太陽電池）のように光のエネル
ギーを直接電気エネルギーに変換して利用ギーを直接電気エネルギーに変換して利用ギ を直接電気エネルギ に変換して利用ギ を直接電気エネルギ に変換して利用

ソーラーシステムや太陽熱温水器などのようにソーラーシステムや太陽熱温水器などのようにラ シ テ や太陽熱温水器など ようラ シ テ や太陽熱温水器など よう
熱源として利用（熱源として利用（給湯・冷暖房のエネルギー給湯・冷暖房のエネルギー））

太陽熱利用機器はソーラーシステム（集熱器と貯湯槽太陽熱利用機器はソーラーシステム（集熱器と貯湯槽太陽熱利用機器はソーラーシステム（集熱器と貯湯槽太陽熱利用機器はソーラーシステム（集熱器と貯湯槽
分離型）と太陽熱温水器（同一体型）に分けられる分離型）と太陽熱温水器（同一体型）に分けられる

50

太陽熱利用システム②

太陽熱温水器（自然循環型）太陽熱温水器（自然循環型）

資料：社団法人ソーラーシステム振興協会 51



太陽熱利用システム③

ソーラーシステム（水式・空気式）ソーラーシステム（水式・空気式）

水式ソーラーシステム水式ソーラーシステム 空気式ソーラーシステム空気式ソーラーシステム

資料：社団法人ソーラーシステム振興協会

水式ソ ラ システム水式ソ ラ システム 空気式ソ ラ システム空気式ソ ラ システム

52

太陽熱利用システム④

太陽熱利用システムに係る判断の基準及び配慮事項太陽熱利用システムに係る判断の基準及び配慮事項

【【判断の基準判断の基準】】

①① 集熱器の瞬時集熱効率が集熱器の瞬時集熱効率が40%40%以上であること以上であること

②② 集熱器及び周辺機器について使用熱エネルギー量を集熱器及び周辺機器について使用熱エネルギー量を
考慮した設備設計が可能となるよう必要な情報の開考慮した設備設計が可能となるよう必要な情報の開
示示示示

【【配慮事項配慮事項】】

①① 修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可①① 修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可修理及び部品交換が容易である等長期間の使用が可
能な設計、又は、分解が容易である等部品の再使用能な設計、又は、分解が容易である等部品の再使用
または材料の再生利用が容易になるような設計または材料の再生利用が容易になるような設計

②② 集 ギ集 ギ②② 集熱器の稼動に当たってのエネルギーの最小化設計集熱器の稼動に当たってのエネルギーの最小化設計

③③ アルミニウム合金を使用する場合、アルミニウム二アルミニウム合金を使用する場合、アルミニウム二
次地金（再生地金）を原材料の一部として使用次地金（再生地金）を原材料の一部として使用次地金（再生地金）を原材料の一部として使用次地金（再生地金）を原材料の一部として使用

④④ 鉛はんだの不使用鉛はんだの不使用 53



太陽熱利用システム⑤

公共施設への導入事例公共施設への導入事例

山梨県環境科学研究所山梨県環境科学研究所 沖縄県うるま市立具志川東中学校沖縄県うるま市立具志川東中学校山梨県環境科学研究所山梨県環境科学研究所

（暖房、パッシブソーラー、太陽光発電等）（暖房、パッシブソーラー、太陽光発電等）

沖縄県うるま市立具志川東中学校沖縄県うるま市立具志川東中学校

（給湯、プール水加温）（給湯、プール水加温）

資料：社団法人ソーラーシステム振興協会
54

日射調整フィルム① 【【p.120p.120】】

日射調整フィルム日射調整フィルムの特定調達品目への追加の特定調達品目への追加
遮蔽係数 熱貫流率等に係る判断の基準を設定遮蔽係数 熱貫流率等に係る判断の基準を設定遮蔽係数、熱貫流率等に係る判断の基準を設定遮蔽係数、熱貫流率等に係る判断の基準を設定

【【判断の基準判断の基準】】

①① 次の基準を満たすこと次の基準を満たすこと

ア．遮蔽係数ア．遮蔽係数 0.70.7未満未満

イ 可視光線透過率イ 可視光線透過率 1010 以上以上イ．可視光線透過率イ．可視光線透過率 1010％以上％以上

ウ．熱貫流率ウ．熱貫流率 5.9W/5.9W/㎡㎡･･KK未満未満

計測方法は計測方法はJIS A 5759JIS A 5759に準拠に準拠計測方法は計測方法はJIS A 5759JIS A 5759に準拠に準拠

②② 日射調整性能について、適切な耐光性が確認日射調整性能について、適切な耐光性が確認

耐光性試験結果が判断の基準①アの耐光性試験結果が判断の基準①アの±±0.100.10の範囲内の範囲内耐光性試験結果が判断の基準①アの耐光性試験結果が判断の基準①アの±±0.100.10の範囲内の範囲内

③③ 貼付前後の環境負荷低減が確認貼付前後の環境負荷低減が確認

④④ ①～③の情報の公表、第三者の審査①～③の情報の公表、第三者の審査

⑤⑤ 適切な施工に関する情報の開示適切な施工に関する情報の開示 55



日射調整フィルム②

窓際（窓際（20cm20cm）の空気の温度測定（西面））の空気の温度測定（西面）

フィルムなし1.0

遮蔽係数0.70

遮蔽係数0.61

遮蔽係数0.30

資料：日本ウィンドウ・フイルム工業会
56

日射調整フィルム③

内閣府本府内閣府本府

フィルム：遮蔽係数0 30（南面）フィルム：遮蔽係数0.30（南面）

ガ ラ ス：熱線反射ガラス

資料：日本ウィンドウ・フイルム工業会
57



鉄鋼スラグブロック【【p.134p.134】】

鉄鋼スラグブロック鉄鋼スラグブロックの特定調達品目への追加の特定調達品目への追加
製綱スラグの使用に係る判断の基準の設定製綱スラグの使用に係る判断の基準の設定

製綱スラグを重量比で製綱スラグを重量比で50%50%以上使用、かつ結合材に高以上使用、かつ結合材に高

製綱スラグの使用に係る判断の基準の設定製綱スラグの使用に係る判断の基準の設定

炉スラグ微粉末を使用していること炉スラグ微粉末を使用していること

製綱スラグの材料：転炉スラグ（製綱スラグの材料：転炉スラグ（銑鉄予備処理スラグを銑鉄予備処理スラグを
含む）含む） 電気炉酸化スラグ電気炉酸化スラグ含む）含む） 、電気炉酸化スラグ、電気炉酸化スラグ

鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できること鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できること【【配配
慮事項慮事項】】慮事項慮事項】】

58資料：JFEスチール株式会社

再生プラスチック製中央分離帯ブロック【【p.137p.137】】

再生プラスチック製中央分離帯ブロック再生プラスチック製中央分離帯ブロックの特定調達の特定調達

再生プラスチック製中央分離帯ブロック【【p.137p.137】】

品目への追加品目への追加
再生材料に係る判断の基準の設定再生材料に係る判断の基準の設定

再生プラスチックが原材料重量比再生プラスチックが原材料重量比7070％以上使用％以上使用

撤去後に回収して再生利用するシステムがあること撤去後に回収して再生利用するシステムがあること撤去後に回収して再生利用するシステムがあること撤去後に回収して再生利用するシステムがあること
【【配慮事項配慮事項】】

59資料：日本プラスチック有効利用組合



送風機・ポンプ【【p.145,146p.145,146】】

送風機・ポンプ送風機・ポンプの特定調達品目への追加の特定調達品目への追加

高効率モーターが使用されていること高効率モーターが使用されていること

境 慮 道路 判断 基準 直境 慮 道路 判断 基準 直

環境配慮型道路用照明【【p.137p.137】】

高圧ナトリウムランプ又は高圧ナトリウムランプ又はセラミックメタルハライセラミックメタルハライ

環境配慮型道路用照明の判断の基準の見直し環境配慮型道路用照明の判断の基準の見直し

高圧ナトリウムランプ又は高圧ナトリウムランプ又はセラミックメタルハライセラミックメタルハライ
ドランプドランプを用いた道路用照明施設を用いた道路用照明施設

60

建設汚泥から発生した処理土【【p.132p.132】】、、
建設汚泥再生処理工法【【p.150p.150】】

重金属等有害物質に係る判断 基準 追加重金属等有害物質に係る判断 基準 追加

重金属等有害物質の含有及び溶出については、土壌重金属等有害物質の含有及び溶出については、土壌

重金属等有害物質に係る判断の基準の追加重金属等有害物質に係る判断の基準の追加

重金属等有害物質の含有及び溶出に いては、土壌重金属等有害物質の含有及び溶出に いては、土壌
汚染対策法及び土壌の汚染に係る環境基準を満たす汚染対策法及び土壌の汚染に係る環境基準を満たす
ことこと

再生材料を用いた舗装用ブロック類
（プレキャスト無筋コンクリート製品）【【 】】（プレキャスト無筋コンクリート製品）【【p.136p.136】】

重金属等有害物質に係る判断の基準の追加重金属等有害物質に係る判断の基準の追加

再生材料の重金属等有害物質の含有及び溶出について再生材料の重金属等有害物質の含有及び溶出について
問題がないこと問題がないこと

重金属等有害物質に係る判断の基準の追加重金属等有害物質に係る判断の基準の追加

問題がないこと問題がないこと

JIS A 5031JIS A 5031に定める基準によるに定める基準による 61



再生材料を用いた舗装用ブロック（焼成）【【p.135p.135】】、
陶磁器質タイル【【p.138p.138】】

重金属等有害物質に係る配慮事項の表記の見直し重金属等有害物質に係る配慮事項の表記の見直し

再生材料における重金属等有害物質の含有及び溶出再生材料における重金属等有害物質の含有及び溶出

重金属等有害物質に係る配慮事項の表記の見直し重金属等有害物質に係る配慮事項の表記の見直し

については、土壌汚染対策法及び土壌の汚染に係るについては、土壌汚染対策法及び土壌の汚染に係る
環境基準を満たすこと環境基準を満たすこと

再生材料の原料のとして廃ガラスが定められている場合に再生材料の原料のとして廃ガラスが定められている場合に再生材料の原料のとして廃ガラスが定められている場合に再生材料の原料のとして廃ガラスが定められている場合に
ついては無色及び茶色の廃ガラスびんを除くついては無色及び茶色の廃ガラスびんを除く
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印刷①（役務）【【p.153p.153】】

印刷に係る判断の基準の考え方印刷に係る判断の基準の考え方

「紙」から「紙」へのリサイクルの促進のため「紙」から「紙」へのリサイクルの促進のため
古紙利用の妨げとなる材料等の不使用古紙利用の妨げとなる材料等の不使用古紙利用の妨げとなる材料等の不使用古紙利用の妨げとなる材料等の不使用

高度なリサイクルの推進のため使用済になった高度なリサイクルの推進のため使用済になった高度なリサ ク 推進 た 使用済 な た高度なリサ ク 推進 た 使用済 な た
印刷物のリサイクル適性を表す識別表示印刷物のリサイクル適性を表す識別表示

「古紙リサイクル適性ランクリスト」の「古紙リサイクル適性ランクリスト」のAAランク資材ランク資材「古紙リサイクル適性ランクリスト」の「古紙リサイクル適性ランクリスト」のAAランク資材ランク資材
のみの使用及び印刷物のリサイクル適性の表示のみの使用及び印刷物のリサイクル適性の表示
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印刷②（役務） 品種別生産量と古紙利用率（2006年）

板紙分野 紙　分　野

生産量

生産量
12,042千㌧

注：品種別生産量は2006年実績
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内　訳

印刷・情報用紙計　27%

資料：紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計、日本製紙連合会

2%5%
上質系

13%
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印刷③（役務）

印刷に係る判断の基準等の見直し①印刷に係る判断の基準等の見直し①

【【判断の基準判断の基準】】（見直し）（見直し）

②② 古紙再生の阻害要因となる材料の使用抑制古紙再生の阻害要因となる材料の使用抑制

リサイクル適性ランクリスト「Ａランク」の資材のみリサイクル適性ランクリスト「Ａランク」の資材のみ
を使用（備考を使用（備考22、表、表11））

印刷物発注に当たっては 資材確認票によりリサイク印刷物発注に当たっては 資材確認票によりリサイク印刷物発注に当たっては、資材確認票によりリサイク印刷物発注に当たっては、資材確認票によりリサイク
ル対応型印刷物の作製に努める（備考ル対応型印刷物の作製に努める（備考44、表、表22））

【【判断の基準判断の基準】】（追加）（追加）

③③ 印刷物のリサイクル適性の表示（備考印刷物のリサイクル適性の表示（備考22、、33））

リサイクル適性の表示方法リサイクル適性の表示方法リサイクル適性の表示方法リサイクル適性の表示方法

Aランクの材料のみ使用 「紙」へリサイクル可

AまたはBランクの材料のみ使用 「板紙」へリサイクル可AまたはBランクの材料のみ使用 板紙」へリサイクル可

CまたはDランクの材料を使用 紙・板紙へリサイクル不可 65



印刷④（役務）

印刷に係る判断の基準等の見直し②印刷に係る判断の基準等の見直し②

【【配慮事項配慮事項】】

①① 印刷・加工工程における環境負荷の低減印刷・加工工程における環境負荷の低減

損紙等のリサイクル率が可能な限り高いこと損紙等のリサイクル率が可能な限り高いこと

印刷版（アルミ基盤のもの）のリサイクルの実施印刷版（アルミ基盤のもの）のリサイクルの実施

②② 揮発性有機化合物 発生抑制 配慮（備考揮発性有機化合物 発生抑制 配慮（備考 ））②② 揮発性有機化合物の発生抑制への配慮（備考揮発性有機化合物の発生抑制への配慮（備考66））
ア．インキ・塗料のア．インキ・塗料のVOCVOCの含有量に配慮の含有量に配慮

イ 湿し水 洗浄剤 廃ウェス容器等からのイ 湿し水 洗浄剤 廃ウェス容器等からのVOCVOC発生抑制発生抑制イ．湿し水、洗浄剤、廃ウェス容器等からのイ．湿し水、洗浄剤、廃ウェス容器等からのVOCVOC発生抑制発生抑制

ウ．ウ．VOCVOC排出処理装置（脱臭装置）の設置、適切な運転管排出処理装置（脱臭装置）の設置、適切な運転管
理（オフセット輪転印刷で熱風乾燥印刷の場合）理（オフセット輪転印刷で熱風乾燥印刷の場合）
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印刷⑤（役務）

印刷の発注に当たっての留意点、識別表示印刷の発注に当たっての留意点、識別表示

印刷物の「目的・機能の充足」と「リサイクル対印刷物の「目的・機能の充足」と「リサイクル対
応」の両立応」の両立

印刷物の発注に当たっては、企画・設計段階からリサ印刷物の発注に当たっては、企画・設計段階からリサ
イクル適性に配慮イクル適性に配慮

資材確認票による印刷物の使用資材等に関する確認資材確認票による印刷物の使用資材等に関する確認資材確認票による印刷物の使用資材等に関する確認資材確認票による印刷物の使用資材等に関する確認
（表（表22：様式）：様式）

平成平成2121年度は試行期間（確認票の内容の検討及び普及年度は試行期間（確認票の内容の検討及び普及
促進を実施）促進を実施）

古紙リサイクル適性ランクリストに係る識別表示古紙リサイクル適性ランクリストに係る識別表示

古紙再生促進センタ 及び日本印刷産業連合会におけ古紙再生促進センタ 及び日本印刷産業連合会におけ古紙再生促進センター及び日本印刷産業連合会におけ古紙再生促進センター及び日本印刷産業連合会におけ
る検討状況を踏まえ、適切に対応る検討状況を踏まえ、適切に対応
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リサイクル対応型印刷物のタイプ

印刷資材印刷資材
（用紙、インキ、加工素材）（用紙、インキ、加工素材）

リサイクルリサイクル
対応型印刷物対応型印刷物

古紙の用途古紙の用途
（紙・板紙）（紙・板紙）

注 「A型 「AB型 等の表示方法についてはリサイクル対応型印刷物注：「A型」「AB型」等の表示方法についてはリサイクル対応型印刷物
製作ガイドラインの検討結果により見直しを実施（備考3） 68

清掃①（役務）【【p.163p.163】】

紙類（古紙）分別に係る判断の基準の追加紙類（古紙）分別に係る判断の基準の追加

古紙リサイクルに配慮した分別・回収の実施古紙リサイクルに配慮した分別・回収の実施

分別の不徹底、排出量の増加の場合は改善案の提示分別の不徹底、排出量の増加の場合は改善案の提示

別表別表11及び及び22を参考を参考とし清掃事業者等と協議の上適切なとし清掃事業者等と協議の上適切な
分別を実施（備考分別を実施（備考11））

古紙の分別方法（例）

新聞 新聞（折込チラシを含む）

段ボール 段ボール段ボ ル 段ボ ル

雑誌
ポスター、チラシ

雑誌、報告書、カタログ、パンフレット、書籍、ノートなど冊子形状のもの

OA用紙 ピ 用紙及びそれに準ずるものOA用紙 コピー用紙及びそれに準ずるもの

リサイクル対応
型印刷物

「紙へリサイクル可」の印刷物（Aランクの材料のみ使用）

「板紙へリサイクル可」の印刷物（AまたはBランクの材料のみ使用）

その他雑がみ 封筒、紙箱、DM、メモ用紙、包装紙など上記以外の紙

シュレッダー屑 庁舎等内において裁断処理した紙
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清掃②（役務）

清掃に係る判断の基準及び配慮事項の見直し清掃に係る判断の基準及び配慮事項の見直し

清掃資材について、床維持材（ワックス）に加え洗清掃資材について、床維持材（ワックス）に加え洗
浄剤について追記浄剤について追記

揮発性有機化合物の含有量（判断の基準⑤）揮発性有機化合物の含有量（判断の基準⑤）

指定化学物質の非含有（配慮事項④）指定化学物質の非含有（配慮事項④）

環境負荷低減が図られる清掃方法について、具体的環境負荷低減が図られる清掃方法について、具体的
に備考に記載（備考に備考に記載（備考33））

汚染度別の清掃方法の採用汚染度別の清掃方法の採用

汚染前に除去する予防的清掃方法の採用汚染前に除去する予防的清掃方法の採用

清掃用機材 性能維持 よる確実な汚染除去清掃用機材 性能維持 よる確実な汚染除去 等等清掃用機材の性能維持による確実な汚染除去清掃用機材の性能維持による確実な汚染除去 等等
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機密文書処理①（役務）【【p.164p.164】】

機密文書処理の事例機密文書処理の事例

資料：パピルスネットワーク、栗原紙材（株）、

ヤマト運輸（株） ホームページより
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機密文書処理②（役務）

機密文書処理機密文書処理の特定調達品目への追加の特定調達品目への追加
古紙利用の促進のための判断の基準の設定古紙利用の促進のための判断の基準の設定古紙利用の促進のための判断の基準の設定古紙利用の促進のための判断の基準の設定

【【判断の基準判断の基準】】

①① 施設の状況に応じた分別方法・処理方法の提案施設の状況に応じた分別方法・処理方法の提案

排出される紙の種類・量を考慮排出される紙の種類・量を考慮

製紙原料としての適切な回収の実施製紙原料としての適切な回収の実施製紙原料としての適切な回収の実施製紙原料としての適切な回収の実施

②② 製紙原料としての利用が可能となる処理の実施製紙原料としての利用が可能となる処理の実施

ア 古紙再生の阻害要因を除去する設備・体制の構築ア 古紙再生の阻害要因を除去する設備・体制の構築ア．古紙再生の阻害要因を除去する設備・体制の構築ア．古紙再生の阻害要因を除去する設備・体制の構築
【【溶解処理、破砕処理共通溶解処理、破砕処理共通】】

イ．異物除去システムが導入された設備において処理イ．異物除去システムが導入された設備において処理
【【直接溶解処理の場合直接溶解処理の場合】】

ウ．紙の繊維が保持される処理ウ．紙の繊維が保持される処理【【破砕処理の場合破砕処理の場合】】

裁 紙片 き 確裁 紙片 き 確裁断紙片の大きさについて確認裁断紙片の大きさについて確認
72

機密文書処理③（役務）

機密文書処理に係る判断の基準及び配慮事項機密文書処理に係る判断の基準及び配慮事項

【【判断の基準判断の基準】】

③③ 機密処理完了証明書の発行機密処理完了証明書の発行

機密処理後に製紙原料として使用されたことを証明機密処理後に製紙原料として使用されたことを証明
する書類（備考する書類（備考33））

【【配慮事項配慮事項】】

①① 機密文書の発生量の集計・報告機密文書の発生量の集計・報告①① 機密文書の発生量の集計 報告機密文書の発生量の集計 報告

②② 印刷・情報用紙及び衛生用紙として再生可能な処理印刷・情報用紙及び衛生用紙として再生可能な処理

③③ 運搬における効率化による省エネ等運搬における効率化による省エネ等

④④ 低燃費・低公害車による運搬低燃費・低公害車による運搬

73



機密文書処理④（役務）

調達に当たっての留意点調達に当たっての留意点

廃棄書類の機密の度合や必要性を考慮し、可能な限廃棄書類の機密の度合や必要性を考慮し、可能な限
り機密文書として排出する量を削減（備考り機密文書として排出する量を削減（備考11））

シュレッダｰ屑は可能な限り古紙回収業者や機密文書シュレッダｰ屑は可能な限り古紙回収業者や機密文書
処理事業者に回収依頼（備考処理事業者に回収依頼（備考22））

シ レッダ 屑は裁断紙片が大きいほど古紙再生におシ レッダ 屑は裁断紙片が大きいほど古紙再生におシュレッダー屑は裁断紙片が大きいほど古紙再生におシュレッダー屑は裁断紙片が大きいほど古紙再生にお
いて望ましいが、紙片が小さいものでも衛生用紙としいて望ましいが、紙片が小さいものでも衛生用紙とし
て再生が可能て再生が可能
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輸配送（役務）【【p.172p.172】】

配慮事項の追加配慮事項の追加

自動車自動車NOxNOx・・PMPM法の対策地域内の車両の乗り入れに法の対策地域内の車両の乗り入れに
ついて明記ついて明記
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３．コピー用紙に係る判断の基準３．コピー用紙に係る判断の基準
等の見直しとその背景等の見直しとその背景等の見直しとその背景等の見直しとその背景

76

紙類に係る判断の基準の見直しについて

○コピー用紙への総合評価指標の導入○コピー用紙への総合評価指標の導入
古紙パルプ配合率の高い製品を最優先で調達する方針古紙パルプ配合率の高い製品を最優先で調達する方針古紙パルプ配合率の高い製品を最優先で調達する方針古紙パルプ配合率の高い製品を最優先で調達する方針

○印刷物へのリサイクル適性の表示○印刷物へのリサイクル適性の表示
「紙 から「紙 リサイクル 促進「紙 から「紙 リサイクル 促進「紙」から「紙」へのリサイクルの促進「紙」から「紙」へのリサイクルの促進

○紙類（古紙）分別に係る判断の基準の強化○紙類（古紙）分別に係る判断の基準の強化○紙類（古紙）分別 係る判断の基準の強化○紙類（古紙）分別 係る判断の基準の強化
古紙再生の阻害要因となる材料が混入しないよう分別の徹底古紙再生の阻害要因となる材料が混入しないよう分別の徹底

○機密文書処理を特定調達品目に追加○機密文書処理を特定調達品目に追加○機密文書処理を特定調達品目に追加○機密文書処理を特定調達品目に追加
機密文書が製紙原料として有効に利用されるよう回収段階・機密文書が製紙原料として有効に利用されるよう回収段階・
処理段階において満たすべき事項を判断の基準として設定処理段階において満たすべき事項を判断の基準として設定

供給側（オフ ス等）の分別管理の徹底による製紙原料供給側（オフ ス等）の分別管理の徹底による製紙原料供給側（オフィス等）の分別管理の徹底による製紙原料供給側（オフィス等）の分別管理の徹底による製紙原料
としての古紙の品質向上（古紙の循環システムの構築）としての古紙の品質向上（古紙の循環システムの構築） 77



総合評価指標の導入に向けた検討

古紙偽装問題に係る検討会最終とりまとめを踏まえた古紙偽装問題に係る検討会最終とりまとめを踏まえた
４ 検討事項４ 検討事項に て考え方を整理に て考え方を整理４つの検討事項４つの検討事項について考え方を整理について考え方を整理

1.1. 環境に配慮された原料を使用したパルプ（特に環境に配慮された原料を使用したパルプ（特に
バージンパルプ）の考え方バージンパルプ）の考え方

2.2. 損紙損紙の扱いに関する考え方の扱いに関する考え方
用途を踏まえた品目分類に係る考え方用途を踏まえた品目分類に係る考え方3.3. 用途を踏まえた品目分類に係る考え方用途を踏まえた品目分類に係る考え方

4.4. 総合評価指標に係る考え方総合評価指標に係る考え方

製品に求められる基本的な品質、機能等の確保を前提に、製品に求められる基本的な品質、機能等の確保を前提に、

コピー用紙についてコピー用紙について総合評価指標を導入総合評価指標を導入した新たなした新たなコピ 用紙についてコピ 用紙について総合評価指標を導入総合評価指標を導入した新たなした新たな
判断の基準を採用（判断の基準を採用（印刷用紙等に順次拡大予定印刷用紙等に順次拡大予定）） 78

環境に配慮された原料を使用したパルプの定義

環境に配慮された原料の考え方環境に配慮された原料の考え方

○○ 古紙の最大限の利用古紙の最大限の利用
循環型社会の形成を進め 森林の減少を極力抑制するために循環型社会の形成を進め 森林の減少を極力抑制するために循環型社会の形成を進め、森林の減少を極力抑制するために循環型社会の形成を進め、森林の減少を極力抑制するために
は、紙類及び紙製品への古紙パルプの使用は重要な課題であは、紙類及び紙製品への古紙パルプの使用は重要な課題であ

り、り、引き続き最大限古紙を利用引き続き最大限古紙を利用することが必要することが必要

○○ 環境に配慮されたバージンパルプの利用環境に配慮されたバージンパルプの利用
紙の生産全体をみると 再生紙の生産には歩留まりや繊維劣紙の生産全体をみると 再生紙の生産には歩留まりや繊維劣紙の生産全体をみると、再生紙の生産には歩留まりや繊維劣紙の生産全体をみると、再生紙の生産には歩留まりや繊維劣
化等から一定量のバージンパルプの投入が不可欠。こうした化等から一定量のバージンパルプの投入が不可欠。こうした

木材資源の利用に当たって適切な環境配慮木材資源の利用に当たって適切な環境配慮が必要が必要

環境に配慮された原料を使用したパルプの定義を整理環境に配慮された原料を使用したパルプの定義を整理 79



環境に配慮された原料を使用したパルプの定義

環境に配慮された原料を使用したパルプは４つ環境に配慮された原料を使用したパルプは４つ

①① 古紙パルプ古紙パルプ

バージンパルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、伐採に当バージンパルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、伐採に当
た て 原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に照らしてた て 原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に照らして

②② 森林認証材パルプ森林認証材パルプ

たって、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に照らしてたって、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に照らして
手続が適切になされたもの手続が適切になされたものであり、次のいずれかの要件を満たすこと。であり、次のいずれかの要件を満たすこと。

②② 森林認証材森林認証材

③③ 間伐材パルプ間伐材パルプ

④④ ②及び③以外の持続可能性を目指した原料の調達方針②及び③以外の持続可能性を目指した原料の調達方針④④ ②及び③以外の持続可能性を目指した原料の調達方針②及び③以外の持続可能性を目指した原料の調達方針
に基づいて使用するパルプ（次のいずれか）に基づいて使用するパルプ（次のいずれか）
森林の有する多面的機能を維持し、森林を劣化させず、森林面積を減少させな森林の有する多面的機能を維持し、森林を劣化させず、森林面積を減少させな
いようにするなど森林資源を循環的・持続的に利用する観点から経営され、かいようにするなど森林資源を循環的・持続的に利用する観点から経営され、か
つ、生物多様性の保全等の環境的優位性、労働者の健康や安全への配慮等の社つ、生物多様性の保全等の環境的優位性、労働者の健康や安全への配慮等の社
会的優位性の確保について配慮された森林から産出された木材に限って調達す会的優位性の確保について配慮された森林から産出された木材に限って調達す
るとの方針に基づいて使用するパルプるとの方針に基づいて使用するパルプるとの方針に基づいて使用するパルプるとの方針に基づいて使用するパルプ

資源の有効活用となる再・未利用木材を調達するとの方針に基づいて使用する資源の有効活用となる再・未利用木材を調達するとの方針に基づいて使用する
パルプパルプ
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総合評価指標の導入に向けた検討

総合評価指標の導入目的と期待される成果総合評価指標の導入目的と期待される成果

品質面を含め、環境価値を品質面を含め、環境価値を一律ではなく総合的に評価一律ではなく総合的に評価

事業者が独自の技術力や地域性（工場の立地条件 製事業者が独自の技術力や地域性（工場の立地条件 製事業者が独自の技術力や地域性（工場の立地条件、製事業者が独自の技術力や地域性（工場の立地条件、製
造ライン等）、製造コスト等を勘案し、それぞれの造ライン等）、製造コスト等を勘案し、それぞれの状状
況に合わせた環境配慮製品の生産・開発況に合わせた環境配慮製品の生産・開発が可能が可能

総合評価指標の導入により総合評価指標の導入により古紙偽装の原因古紙偽装の原因としてあげとしてあげ
られた問題のられた問題の解決に寄与解決に寄与られた問題のられた問題の解決に寄与解決に寄与

環境価値の大小を数量的に環境価値の大小を数量的に消費者に伝える消費者に伝えることが可能ことが可能

各環境指標間の重み付けは、各環境指標間の重み付けは、ライフサイクル上のインライフサイクル上のイン
パクトパクトとともに、とともに、製紙メーカーの製品供給状況、情報製紙メーカーの製品供給状況、情報
開示の進捗状況及び政策的判断開示の進捗状況及び政策的判断を踏まえて議論し 決を踏まえて議論し 決開示の進捗状況及び政策的判断開示の進捗状況及び政策的判断を踏まえて議論し、決を踏まえて議論し、決
定するもの定するもの 81



総合評価指標の概要

環境指標項目は、廃棄物削減、資源の有効活用、持続可能な森林経営環境指標項目は、廃棄物削減、資源の有効活用、持続可能な森林経営
等の観点から、等の観点から、原料組成を基本指標原料組成を基本指標とする。また、その他重要な環境とする。また、その他重要な環境
性能の価値を評価するため性能の価値を評価するため 白色度及び坪量を加点指標白色度及び坪量を加点指標とするとする

【【基本項目基本項目】】

１ 古紙パルプ配合率（ ） 廃棄物削減 資源有効利用 森林保全廃棄物削減 資源有効利用 森林保全

性能の価値を評価するため、性能の価値を評価するため、白色度及び坪量を加点指標白色度及び坪量を加点指標とするとする

１．古紙パルプ配合率（x1） ：廃棄物削減、資源有効利用、森林保全廃棄物削減、資源有効利用、森林保全

２．森林認証材パルプ利用割合（x2） ：持続可能な森林経営、森林吸収源持続可能な森林経営、森林吸収源

３．間伐材パルプ利用割合（x3） ：森林吸収源、資源有効利用森林吸収源、資源有効利用

４．持続可能性を目指した原料の調達方針に

基づいて使用するパルプ（x4） ：持続可能な森林経営、資源有効活用持続可能な森林経営、資源有効活用

持続可能性を目指した原料の調達持続可能性を目指した原料の調達

xx22

（原料構成イメージ）（原料構成イメージ）

x4古紙パルプ配合率古紙パルプ配合率70%70%以上以上 xx11

持続可能性を目指した原料の調達持続可能性を目指した原料の調達
方針に基づいて使用するパルプ方針に基づいて使用するパルプ森林認証材パルプ森林認証材パルプ

xx33

【【加点項目加点項目】】

５ 白色度：市中回収古紙の利用促進 脱墨等の製造工程上の環境負荷低減市中回収古紙の利用促進 脱墨等の製造工程上の環境負荷低減

間伐材パルプ間伐材パルプ

５．白色度：市中回収古紙の利用促進、脱墨等の製造工程上の環境負荷低減市中回収古紙の利用促進、脱墨等の製造工程上の環境負荷低減

６．坪 量：省資源・軽量化、流通段階での環境負荷低減省資源・軽量化、流通段階での環境負荷低減
82

総合評価指標の内容（評価式と配点） 基本項目

古紙パルプ配合率古紙パルプ配合率（（xx11））

世界の森林面積は世界の森林面積は20002000年から年から
20052005年までの間に、年平均年までの間に、年平均
730730万万hahaの森林が減少の森林が減少

y1 = x1 - 20　（70≦x1≦100）

80

（点）

730730万万hahaの森林が減少の森林が減少

20072007年における我が国のパル年における我が国のパル
プ材のプ材の72%72%が輸入材であり、が輸入材であり、

70

75

紙の原料の多くを海外の森林紙の原料の多くを海外の森林
に依存に依存

廃棄物の削減 資源の有効利廃棄物の削減 資源の有効利 60

65

廃棄物の削減、資源の有効利廃棄物の削減、資源の有効利
用の観点、及び環境保全上重用の観点、及び環境保全上重
要な森林資源への需要圧力の要な森林資源への需要圧力の
緩和による公益機能の維持等緩和による公益機能の維持等

55

緩和による公益機能の維持等緩和による公益機能の維持等
の観点から、古紙パルプの利の観点から、古紙パルプの利
用を極力推進していくことを用を極力推進していくことを
最も重要か 基本的な考え方最も重要か 基本的な考え方

50

70 80 90 100（%）

y = x 20 （70≦x ≦100）最も重要かつ基本的な考え方最も重要かつ基本的な考え方
とし指標項目として設定とし指標項目として設定

y1 = x1 – 20 （70≦x1≦100）
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総合評価指標の内容（評価式と配点） 基本項目

森林認証材パルプ森林認証材パルプ（（xx22））及び間伐材パルプ及び間伐材パルプ（（xx33））利用割合利用割合

森林認証材及び間伐材につい森林認証材及び間伐材につい
ては、ては、古紙と同等の環境価値古紙と同等の環境価値
を有するものを有するものと評価と評価

y2 = (x2 + x3)　（0≦x2 + x3≦30）

25

30

（点）

を有するものを有するものと評価と評価

森林認証材は持続可能な森林森林認証材は持続可能な森林
経営を推進するための有効な経営を推進するための有効な
手段手段

20

手段手段

間伐材は森林保全、京都議定間伐材は森林保全、京都議定
書の森林吸収源確保のための書の森林吸収源確保のための
利用拡大が極め 重要な取組利用拡大が極め 重要な取組

10

15

利用拡大が極めて重要な取組利用拡大が極めて重要な取組

森林保全、森林吸収源の確保森林保全、森林吸収源の確保
、持続可能な森林経営の観点、持続可能な森林経営の観点

0

5

から、森林認証材パルプ及びから、森林認証材パルプ及び
間伐材パルプの合計利用割合間伐材パルプの合計利用割合
を指標項目として設定を指標項目として設定

0

0 10 20 30（%）

y2 = x2 + x3 （0≦x2 + x3≦30）y2 2 3 2 3

84

総合評価指標の内容（評価式と配点） 基本項目

その他の持続可能性を目指したパルプその他の持続可能性を目指したパルプ（（xx44））利用割合利用割合

森林資源の循環的・持続的利用森林資源の循環的・持続的利用
の観点からの経営、生物多様性の観点からの経営、生物多様性
の保全等の環境的優位性や労働の保全等の環境的優位性や労働
者の健康安全への配慮等の社会者の健康安全への配慮等の社会

y3 = 0.5x4　（0≦x4≦30）

15

（点）

者の健康安全への配慮等の社会者の健康安全への配慮等の社会
的優位性の確保に配慮された森的優位性の確保に配慮された森
林から産出された木材に限り調林から産出された木材に限り調
達するとの方針に基づくパルプ達するとの方針に基づくパルプ
の普及は 持続可能な森林経営の普及は 持続可能な森林経営

10

の普及は、持続可能な森林経営の普及は、持続可能な森林経営
に向けた取組の着実な進展を図に向けた取組の着実な進展を図
る上で有効な手段る上で有効な手段

資源の有効利用 森林保全等の資源の有効利用 森林保全等の 5資源の有効利用、森林保全等の資源の有効利用、森林保全等の
観点から、廃木材、建設発生木観点から、廃木材、建設発生木
材、低位利用木材及び廃植物繊材、低位利用木材及び廃植物繊
維の再・未利用木材を原料とし維の再・未利用木材を原料とし
て使用することは重要な取組て使用することは重要な取組て使用することは重要な取組て使用することは重要な取組

森林吸収源の確保、持続可能な森林吸収源の確保、持続可能な
森林経営、資源の有効利用等の森林経営、資源の有効利用等の
観点から、その他の持続可能性観点から、その他の持続可能性

0

0 10 20 30（%）

y = 0 5x （0≦x ≦30）観点から、その他の持続可能性観点から、その他の持続可能性
を目指したパルプ利用割合を指を目指したパルプ利用割合を指
標項目として設定標項目として設定

y3 = 0.5x4 （0≦x4≦30）
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総合評価指標の内容（評価式と配点） 加点項目

白色度白色度（（xx55））

古紙偽装原因の解決に寄与（古紙偽装原因の解決に寄与（品品
質要求（白色度競争）質要求（白色度競争）や古紙のや古紙の
入手困難など）入手困難など）

15

（点）

必要以上の白い紙の製造のため必要以上の白い紙の製造のため
に環境負荷の増大につながるおに環境負荷の増大につながるお
それ（漂白剤、化学薬品使用、それ（漂白剤、化学薬品使用、
製造エネルギー増加、歩留まり製造エネルギー増加、歩留まり

10

製造 ネルギ 増加、歩留まり製造 ネルギ 増加、歩留まり
低下等）低下等）

新聞古紙、雑誌古紙、ミックス新聞古紙、雑誌古紙、ミックス
ペーパー等の市中回収古紙の利ペーパー等の市中回収古紙の利
用促進（環境負荷低減のための用促進（環境負荷低減のための

5

用促進（環境負荷低減のための用促進（環境負荷低減のための
出なりの白さを評価）出なりの白さを評価）

古紙市況は急変し、古紙余剰の古紙市況は急変し、古紙余剰の
状況。新聞・雑誌・ダンボール状況。新聞・雑誌・ダンボール
の輸出は止ま ており 喫緊のの輸出は止ま ており 喫緊の

y4 = - x5 + 75

（60≦x5≦75,x5＜60→x5=60,x5＞75→x5=75）

0

55 60 65 70 75 80（%）

の輸出は止まっており、喫緊のの輸出は止まっており、喫緊の
課題は市中回収古紙の利用促進課題は市中回収古紙の利用促進

環境負荷低減に真摯に取り組ん環境負荷低減に真摯に取り組ん
でいる事業者の努力を適切に評でいる事業者の努力を適切に評

y4 = – x5 + 75

（60≦x ≦75 x ＜60→x = 60 x ＞75→x = 75）でいる事業者の努力を適切に評でいる事業者の努力を適切に評
価することが必要価することが必要

（60≦x5≦75, x5＜60→x5 = 60, x5＞75→x5 = 75）
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総合評価指標の内容（評価式と配点） 加点項目

坪量坪量（（xx66））

省資源・軽量化、流通段階におけ省資源・軽量化、流通段階におけ
る環境負荷低減、やむを得ず廃棄る環境負荷低減、やむを得ず廃棄
する場合における紙ごみ削減の観する場合における紙ごみ削減の観
点から坪量を評価点から坪量を評価

15

（点）

点から坪量を評価点から坪量を評価

古紙パルプの一部を環境に配慮さ古紙パルプの一部を環境に配慮さ
れた原料を使用したバージンパルれた原料を使用したバージンパル
プに代替することにより強度を上プに代替することにより強度を上
げ 坪量を げる とが可能げ 坪量を げる とが可能

10

げ、坪量を下げることが可能げ、坪量を下げることが可能

古紙パルプ配合率が高く、かつ坪古紙パルプ配合率が高く、かつ坪
量の小さい用紙の生産を促すため量の小さい用紙の生産を促すため
であり、製紙メーカー各社が技術であり、製紙メーカー各社が技術

5

であり、製紙メ カ 各社が技術であり、製紙メ カ 各社が技術
開発を行い、省資源等の環境負荷開発を行い、省資源等の環境負荷
低減に向けた取組に期待低減に向けた取組に期待

我が国の商習慣を改め増斤をなく我が国の商習慣を改め増斤をなく
し 環境価値の高い製品を適正にし 環境価値の高い製品を適正に

y5 = - 2.5x6 + 170

（62≦x6≦68,x6＜62→x6=62,x6＞68→x6=68）

0

60 62 64 66 68 70 （g/㎡）し、環境価値の高い製品を適正にし、環境価値の高い製品を適正に
評価、環境価値への正当な対価の評価、環境価値への正当な対価の
支払支払

（g ）

y5 = – 2.5x6 + 170

（62≦ ≦68 ＜62 62 ＞68 68）（62≦x6≦68, x6＜62→x6 = 62, x6＞68→x6 = 68）
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総合評価指標の内容（まとめ）

指標内容一覧

評　価　式 指標値範囲
重み
付け

評価値範囲

古紙パルプ配合率（%） x1 y1＝x1－20 70≦x1≦100 1 50≦y1≦80

指　標　項　目

紙 1 y1 1 1 y1

森林認証材パルプ利用割合（%）x2 1

間伐材パルプ利用割合（%） x 1
y2＝x2＋x3

基
本
項
目

0≦x2＋x3≦30 0≦y2≦30
間伐材パルプ利用割合（%） x3 1

その他持続可能性を目指した
パルプ利用割合（%）

x4 y3＝0.5・x4 0≦x4≦30 0.5 0≦y3≦15

目

加 白色度（%） x5 y4＝－x5＋75 60≦x5≦75 － 0≦y4≦15

坪量（g/㎡） x6 y5＝－2.5・x6＋170 62≦x6≦68 － 0≦y5≦15

加
点
項
目

YY＝＝（（yy11 ++ yy22 + y+ y33））++（（yy44 ++ yy55））≧≧8080
基本項目 加点項目

※※平成平成2121年度は年度は11年間の経過措置で年間の経過措置で7070以上で特定調達物品等以上で特定調達物品等
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総合評価指標の評価例・評価値の表示例

評
価 古紙パルプ配合率 100 % 80 0 点 70 % 50 0 点 80 % 60 0 点 70 % 50 0 点 70 % 50 0 点 70 % 50 0 点

指標値 配点指標値 配点 指標値 配点 指標値 配点
指標項目

⑥④

指標値 配点 指標値 配点

① ② ③ ⑤

価
例

古紙パルプ配合率 100 % 80.0 点 70 % 50.0 点 80 % 60.0 点 70 % 50.0 点 70 % 50.0 点 70 % 50.0 点

森林認証材パルプ
及び間伐材パルプ
の合計利用割合

0 % 0.0 点 30 % 30.0 点 10 % 10.0 点 10 % 10.0 点 5 % 5.0 点 0 % 0.0 点

そ の 他 の 持 続
可能性を目指した
パルプ利用割合

0 % 0.0 点 0 % 0.0 点 10 % 5.0 点 20 % 10.0 点 25 % 12.5 点 30 % 15.0 点

白 色 度 65 % 10.0 点 73 % 2.0 点 70 % 5.0 点 73 % 2.0 点 75 % 0.0 点 75 % 0.0 点

坪 量 68 g/㎡ 0.0 点 66 g/㎡ 5.0 点 66 g/㎡ 5.0 点 64 g/㎡ 10.0 点 65 g/㎡ 7.5 点 69 g/㎡ 0.0 点

合 計 90 87 85 82 75 65－－ － － － －

表
示

・古紙パルプ配合率 ：○% △

・森林認証材パルプ利用割合 △総 合 80示
例

・間伐材パルプ利用割合 ：○% △

・その他持続可能性を目指したパルプ ：○% △

・白色度 ：○% △

総 合

評価値 80
・坪量 ：○g/㎡ △

【参照先】http://www.xxx-paper.co.jp/hyouka

評価値
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コピー用紙に係る新たな判断の基準等

コピー用紙 【【判断の基準判断の基準】】

①①古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材パルプ利用割合、その他の持続古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材パルプ利用割合、その他の持続

コピ 用紙に係る新たな判断の基準等

①①古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材パルプ利用割合、その他の持続古紙パルプ配合率、森林認証材パルプ利用割合、間伐材パルプ利用割合、その他の持続
可能性を目指した原料の調達方針に基づいて使用するパルプ利用割合、白色度及び坪量を可能性を目指した原料の調達方針に基づいて使用するパルプ利用割合、白色度及び坪量を

備考４の算定式により備考４の算定式により総合的に評価した総合評価値が総合的に評価した総合評価値が8080以上以上であること。であること。

②バージンパルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、②バージンパルプが使用される場合にあっては、その原料の原木は、伐採に当たっ伐採に当たっ② ジン 使用される場合 あ 、そ 原料 原木 、② ジン 使用される場合 あ 、そ 原料 原木 、伐採 当た伐採 当た
て、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に照て、原木の生産された国又は地域における森林に関する法令に照
らして手続が適切になされたものらして手続が適切になされたものであること。ただし、間伐材により製造さであること。ただし、間伐材により製造さ

れたバージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資れたバージンパルプ及び合板・製材工場から発生する端材、林地残材・小径木等の再生資
製造 れ バ ジ パ プ 適 な製造 れ バ ジ パ プ 適 な源により製造されたバージンパルプには適用しない。源により製造されたバージンパルプには適用しない。

③③製品に総合評価値及びその内訳製品に総合評価値及びその内訳（指標項目ごとの指標値又は加算値、及び（指標項目ごとの指標値又は加算値、及び

評価値）評価値）が記載が記載されていること。ただし、製品にその内訳が記載出来ない場合は、ウエされていること。ただし、製品にその内訳が記載出来ない場合は、ウエ
ブ イ 等 容易 確認 きるよう 参照先を明確 する とブ イ 等 容易 確認 きるよう 参照先を明確 する とブサイト等で容易に確認できるようにし、参照先を明確にすること。ブサイト等で容易に確認できるようにし、参照先を明確にすること。

【【配慮事項配慮事項】】

①①古紙パルプ配合率が可能な限り高いものであること古紙パルプ配合率が可能な限り高いものであること①①古紙パルプ配合率が可能な限り高いものであること。古紙パルプ配合率が可能な限り高いものであること。

②バージンパルプが原料として使用される場合にあっては、原料とされる原木は持続可能②バージンパルプが原料として使用される場合にあっては、原料とされる原木は持続可能
な森林経営が営まれている森林から産出されたものであること。また、森林認証材パルプな森林経営が営まれている森林から産出されたものであること。また、森林認証材パルプ
及び間伐材パルプの利用割合が可能な限り高いものであること。及び間伐材パルプの利用割合が可能な限り高いものであること。

③製 包装は 能な限り簡 あ 生利 容 さ び焼却処 時 負荷低減③製 包装は 能な限り簡 あ 生利 容 さ び焼却処 時 負荷低減③製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び焼却処理時の負荷低減③製品の包装は、可能な限り簡易であって、再生利用の容易さ及び焼却処理時の負荷低減
に配慮されていること。に配慮されていること。

※※平成平成2121年年44月月11日より前に製造された従前の基準を満足する製品は特定調達物品等とする日より前に製造された従前の基準を満足する製品は特定調達物品等とする
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総合評価指標に係る今後の課題

平成平成2121年度以降の試行・運用に向けて年度以降の試行・運用に向けて

判断の基準を満足するコピー用紙の供給状況を判断の基準を満足するコピー用紙の供給状況を
踏まえた踏まえた適切な評価値の設定適切な評価値の設定踏まえた踏まえた適切な評価値の設定適切な評価値の設定

判断の基準を満足するコピー用紙の市場動向の判断の基準を満足するコピー用紙の市場動向の
把握・分析把握・分析

コピ 用紙における試行結果を踏まえた 印コピ 用紙における試行結果を踏まえた 印コピー用紙における試行結果を踏まえた、印コピー用紙における試行結果を踏まえた、印
刷・情報用紙への総合評価指標の拡大の可否刷・情報用紙への総合評価指標の拡大の可否

製紙メーカー各社の取組状況を踏まえた、総合製紙メーカー各社の取組状況を踏まえた、総合
評価指標の評価指標の指標項目・重み付けの検討指標項目・重み付けの検討 見直し見直し評価指標の評価指標の指標項目 重み付けの検討指標項目 重み付けの検討、見直し、見直し
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紙の品質と環境配慮のバランスがとれた製品の供給紙の品質と環境配慮のバランスがとれた製品の供給

製 紙 会 社 消 費 者

環境コミュニケーションの
推進

情報公開

・業界の信頼回復
企業価値の向上（CSR評・企業価値の向上（CSR評

価）

92
使用用途に合わせて、
○高白色紙 ○高品質紙 ○森林認証紙
○高古紙パルプ配合紙 ○嵩高紙（軽量紙）…


